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概要書 
	 本研究は公認会計士を目指す学生の公正さを明らかにすることによって適正な会計監査の
実施に警鐘を鳴らす目的で行った。	
	 適正な会計監査が行われれば粉飾決算を意図的に看過することは防げるのではないだろう
か。適正な会計監査の実施が公認会計士の行動に依存するとすれば、公認会計士が会計監査
において公正性の高い行動をとれば適正な会計監査が実施されるはずである。	
	 先行研究[1]では被験者の利益追求傾向を定量的に測定・分析してエリートほど効率性や自
己の利益を追求し、社会全体の利益は重視するが、全体への公平な分配は重視しないという
結果を示すことでアメリカでの経済格差拡大に警鐘を鳴らした。本研究においては公認会計
士の公正性を定量的に測定することで公認会計士による適正な会計監査の実施に警鐘をなら
せるのではないかと考え、将来会計監査に携わることが期待される「公認会計士を目指す学
生の公正性」を測定する実験を報酬分配の意思決定問題（ディクテーターゲーム）[2]として
行い、他の属性の被験者と比較し、公認会計士を目指す学生（以下 CPA 学生）と一般社会と
の公正さに関する違いを分析した。	
	 会計監査とは公認会計士のみが行うことができる業務であり、被監査会社の財務状態が、
その財務諸表の記載内容に適正に表示されているかを確かめ、財務諸表の正しさを保証する
ことである。一定の基準を満たした企業は会計監査を受けることが義務付けられる。	
	 上場企業などの大規模な会社の会計監査は一般的に監査法人が行う。監査法人とは、他人
の求めに応じ報酬を得て、財務諸表の監査または証明を組織的に行うことを目的として、公
認会計士が共同して設立した法人をいう[6]。	
	 監査報酬が被監査会社から支払われることから公認会計士は被監査会社から完全に独立し
ているとはいえない立場にある。したがって公認会計士が会計監査において公正性が低い行
動をする場合、被監査会社との馴れ合いから適正な監査を行わないリスクが生じる[8][9]。	
	 会計監査を受けた財務諸表は債権者、投資家などの利害関係者が利用する。適切な監査を
行うことは、これらの利害関係者の正しい投資意思決定を底支えすることでもある。利害関
係者には社会に散在する潜在的株主も含み監査対象となる財務諸表は社会に広く影響する。	
	 公認会計士の行動は会計監査を通して社会に大きな影響を与える。そのため公認会計士は
公正性を保持して行動しなければならないはずである。	
	 しかし、公認会計士が公正性を欠いた行動をしたことによって発生した会計不正の事例が
ある。例えば、フットワークエクスプレスの 1992 年から 1999 年の７年間架空の売り上げを
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計上するなどして 400 億円以上決算を粉飾していた粉飾決算について会計監査を担当してい
た公認会計士知っていたにもかかわらず、無限定適正意見を出した事件のように、公認会計
士によって社会的有用性を無視した不適切な会計監査が行われた事例がある[8][9]。この会
計不正は公認会計士と被監査会社との馴れ合いや会計監査を適切に行わなかったことが発覚
することを防ごうとする保身の心理から行われたと考えられている[8][9]。	
	 この事例の背景から、公正性気質を測定する実験の結果によって CPA 学生が適切な監査を
行うのか示すことが出来るはずである。	
	 実験は報酬分配の意思決定問題（ディクテーターゲーム）によって被験者の公正性を測定
する目的で実施した。そして報酬分配の仕方によって以下の 4 パターンに被験者を分類し
た。	
	 被験者が自分の報酬が多くなる報酬分配（利己的な報酬分配）をする場合は自分が有利に
なる行動をとり、自分と相手の報酬が等しくなる報酬分配（公平的な報酬分配）をする場合
は公平な行動をとると考えられる。また本研究の実験は被験者が所属するコミュニティ内に
意思決定の影響を受ける相手が存在する状況で行われたことから、報酬全体の金額を最大化
する報酬分配（効率重視の報酬分配）をする場合は社会全体の利益にかかわらず被験者が所
属するコミュニティ（会社やチームなど）にとって最大の利益となる行動をとり、報酬全体
の金額を最小化する報酬分配（効率軽視の報酬分配）をする場合は被験者が所属するコミュ
ニティにとって最も損失が大きくなる行動（反社会的）をとると考えられる。	
	 上記のことから、自分と相手の報酬が等しくなる報酬分配をする場合以外では会計監査に
おいて不正を行うリスクがあると考えられる。	
	 実験から、他の被験者グループと比較して CPA 学生は自分の報酬が多くなる報酬分配と報
酬全体の金額を最大化する報酬分配をする被験者の割合が多い結果が出た。よって報酬分配
の意思決定問題では CPA 学生は会計監査において不正を行うリスクが高い結論に至った。	 	 	 	 	 	 	 	
	 さらに本研究では意思決定の背後にある感情について調査を行うために報酬分配の意思決
定の背後にある理由を分析した。その結果「公平的な報酬分配」と「効率重視の報酬分配」
の理由に特徴があった。	
	 公平的な報酬分配においては、学生の被験者は全員「報酬を公平に分配したいから」とい
う理由であったが、社会人では半数が「報酬分配後の見返りを期待するから」という理由で
あった。このことから実験で報酬分配を公平に行うからといって公平的な行動をとるとは限
らないということを示すことができた。	
	 本研究では報酬分配の意思決定問題を用いて公認会計士を目指す学生の公正性気質を一般
の被験者と比較した。しかし、回答理由を分析すると、同じ意思決定をしていてもその背後
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にある意思決定の理由には様々なものがあった。つまり会計監査における公認会計士の行動
も個人の公正さだけに依存しているのではない。	
	 会計監査の適性の判断は報酬分配の意思決定問題による測定では単純に判断することがで
きず、背後にある複雑な感情と公認会計士や監査法人の行動に影響を与える法規制の整備に
関しても分析しなければならないを分析しなければならない。	
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第1章	 開題 
第1節	研究の背景と⽬的 
 
１.	問題の所在 
 2000 年代、わが国では公認会計⼠が意図的に粉飾決算を⾒逃す事件が発⽣した。 
 フットワークエクスプレスの事件では、会計監査を担当していた公認会計⼠が経営陣によ
る粉飾決算の事実を知っていたにもかかわらず、会計監査意⾒の表明において指摘せず、無
限定適正意⾒を出すことで粉飾決算の⼿助けをした。この事件は以下の理由から発⽣したと
考えられている [8][9]。 
 
・公認会計⼠と被監査会社の馴れ合い 
・過去の不適切な会計監査の発覚を防ごうとする保⾝の⼼理 
 
 適正な会計監査の実施が公認会計⼠の⾏動に依存するとすれば、公認会計⼠が会計監査に
おいて公正性の⾼い⾏動をとれば、上記の事例のような会計監査における不正はなくなり、
適正な会計監査が⾏われるのではないだろうか。 
  
２.	研究の意義 
 会計監査を受けた財務諸表は債権者、投資家などの利害関係者が利⽤する。適正な監査を
⾏うことは、これらの利害関係者の正しい投資意思決定を底⽀えすることでもある。利害関
係者には社会に散在する潜在的株主も含み監査対象となる財務諸表は社会に広く影響するこ
とから、公認会計⼠の⾏動は会計監査を通して社会に広く影響を与える。 
 本研究では将来会計監査を担うと期待される公認会計⼠を⽬指す学⽣（以下 CPA 学⽣と表
記する）の公正性を定量的に測定・分析することで公認会計⼠を⽬指す学⽣と⼀般社会との
公正さの違いを⽰し、適正な会計監査の実施を⾏うための⼈的資源が存在するのか明らかに
する。 
 
第２節 適正な会計監査の実施と公正性気質の関連性 
 適正な会計監査の実施が公認会計⼠の⾏動に依存するとすれば、公正性が⾼い⾏動をする
場合は適正な監査が⾏われ、公正性が低い⾏動をする場合は適正な監査が⾏われないおそれ
がある。 
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 そのことを裏付ける例としてフットワークエクスプレスの事例がある。 
 フットワークエクスプレスの事例とは、2001 年３⽉に⺠事再⽣法の適⽤の申請をした⼤⼿
運送会社のフットワークエクスプレスが 1992 年から 1999 年の７年間架空の売り上げを計上
するなどして 400 億円以上決算を粉飾していた事件である[9]。 
 同社の粉飾決算に公認会計⼠が関与したことについて以下のように書かれている。 
「経営再建中の⼤⼿運送会社「フットワークエクスプレス」（兵庫県加古川市）の粉飾決算事
件で、逮捕された「瑞穂監査法⼈」（神⼾）の公認会計⼠、Ａ容疑者（５４）らが、フットワ
ークの旧経営陣から粉飾決算への協⼒を求められるとすぐさま了解していたことが⼆⼗⼆⽇、
関係者の話で分かった。 
 会計⼠のモラルの低さが露呈した格好で、⼤阪地検特捜部はＡ容疑者らの役割について解明
を進めている。 
 関係者によると、フットワークは⼀九九⼆年度の決算から粉飾を開始したとみられるが、こ
の際、同社のＢ前社⻑（５４）側は瑞穂監査法⼈側に粉飾⾏為を説明した上、偽の決算書類を
「適正」と監査するよう求めたという。 
 当時、瑞穂監査法⼈では元代表社員（７５）が中⼼になって監査を担当していたが、⼆つ返
事で協⼒に応じたという。元代表社員がＡ容疑者にこの旨を伝えると、Ａ容疑者も不正⾏為を
ちゅうちょなく受け⼊れたという。 
 その後、Ａ容疑者らは⼆〇〇〇年度まで毎年、粉飾した決算に対し、「経営成績を適正に表
⽰しているものと認める」として承認して署名・なつ印し続けていた。 
 ・・・特捜部は⻑年、同社の監査を続けるうちになれ合いが⽣まれたとみている。」[8] 
 フットワークエクスプレスの会計監査を担当していた公認会計⼠は被監査会社との馴れ合
いから、適正に作成されていない財務諸表に適正意⾒を表明した。 
 公認会計⼠はこのような場⾯に対峙した場合、不適正意⾒を表明するか監査契約を破棄す
るなどの⾏動をとるべきである。 
 しかしこの事例では、公認会計⼠が公正性の低い意思決定・⾏動をとったために不正な会
計監査が⾏われたと疑われて⼤阪地検特捜部による捜査が⾏われた。 
 実験については後述するが、この公認会計⼠が本研究で⾏った報酬分配の意思決定問題を
⾏った場合、⾃分の利益を追求して上記のような不正を⾏ったことから、⾃分の報酬が最も
⼤きくなる報酬分配を⾏うと考えられる。 
 このように公認会計⼠が公正性の低い意思決定・⾏動をした結果、不正な会計監査が⾏わ
れた事例があるため、本研究では適正な会計監査の実施と公認会計⼠の公正性には関連性が
あると考えている。 
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 第３節 研究⼿法 
 本研究ではディクテーターゲームとよばれる実験⼿法を⽤いて被験者の公正性気質を定量
的に測定する。その結果を分析することによって公認会計⼠を⽬指す学⽣と⼀般社会との公
正さの違いを⽰す。 
 また、ディクテーターゲームにおける被験者の意思決定の理由を分析することで、適正な
会計監査の実施についてさらに深い考察をする。 
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第２章 先⾏研究のレヴュー 
 
第１節	 アメリカにおける類似の研究 
 
１.	先⾏研究の概要 
 先⾏研究[1]では「将来のアメリカを担っていくと考えられるエリート層の若者たちが効率
性ばかりを求めていたら、アメリカで広がっている所得格差などの社会的問題を解決できる
のであろうか」という問題提起を掲げ、被験者をエリート度の度合いによって分類するため
にイェール⼤学ロースクールの学⽣（YLS）、カリフォルニア⼤学バークレー校の学部⽣
（UCB）、⼀般のアメリカ⼈（ALP）の３グループの被験者に対してディクテーターゲーム
を⽤いた報酬分配の意思決定問題を 50 題回答させた。 
 この実験によってアメリカのエリート層の利益追求傾向と効率追求傾向を定量的に⽰すこ
とで、アメリカの経済格差の拡⼤に警鐘を鳴らした。 
 
２.	先⾏研究における実験 
 この実験では被験者の回答結果によって変動する報酬が実際に⽀払われた。被験者は 50 問
の意思決定問題に回答した。設問は全て所与の⾦額の範囲内で⾃分と相⼿に報酬の分配をす
る問題であり、被験者はそれぞれの設問で所与の⾦額を(x	, y)に分配させられた。”x”は匿名の
相⼿に分配される⾦額であり、”y”は⾃分に分配される⾦額である。実験実施後、結果を効⽤
最⼤化問題として解き、CES 関数[1]で表した。式中のαは報酬分配における⾃分と相⼿との
重り付けを表しており、ρは無差別曲線の曲率を表している。α = 1 2であれば⾃分と相⼿に
等しく重り付けをしており、α＝1であれば⾃分に全て重り付けしていて相⼿には⼀切の重り
付けをしていないことになる。ρ>0 であれば報酬分配の際の相対価格が上昇し、ρ<0 であ
れば報酬分配の際の相対価格が下落する。 
 𝑢, 𝜋,, 𝜋. = [𝛼(𝜋,)1 + (1 − 𝛼)(𝜋.)1]5 1………[1] 
 
 この実験では各被験者の実験結果を CES 関数のパラメーターの値によって分類した。αの
値による”fair-minded”、”Intermediate”、”Selfish”の３つに分類は利益追求傾向の強さの度合
いを表している（表.1）。ρの値による”Efficiency-focused”、”Equality-focused”の 2 つの分
類は被験者の効率性について表している（表.2）。 
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表. 1 利益追求の傾向による分類 
パラメーターの値 𝛼6 ≤ 1 2 1 2<𝛼6 <1 𝛼6 =1 
分類 Fair-mainded Intermediate Selfish 
 
表.2  効率追求の傾向による分類 
パラメーターの値 𝜌6 > 0 𝜌6 < 0 
分類 Efficiency-focused Equality-focused 
 
３.	先⾏研究における結果 
 先⾏研究における実験の結果は（図.1）のようになった。 
 
 
 図.1 先⾏研究における実験の結果(Fisman, et al, 2015, p. 1)  
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 最もエリート度が⾼い YLS は”Intermediate”に分類される被験者が最も多く、次い
で”Selfish”、”Fair-minded”の順に多かった。またいずれの分類においても”Efficiency-
focused”な被験者が最も多かった。つまりエリートは効率を重視する傾向が強い。 
 次いでエリート度が⾼い UCB も YLS と同じような傾向を⽰したが、⽐較的”Selfish”が多
く、若⼲”Equality-focused”な被験者が多いことに特徴がある。 
 ⼀般のアメリカ⼈の被験者は”Intermediate”に分類される被験者が最も多いが、次い
で”Fair-minded”に分類される被験者が多く、３つの被験者グループの中で”Equality-focused”
な被験者が最も多いことに特徴がある。 
 この結果から先⾏研究ではアメリカのエリート層はアメリカの⼀般⼤衆よりも効率性を追
求する傾向が強いため今後も格差が拡⼤する可能性が⾼いことを⽰唆した。このように述べ
ている。 
第２節	 本研究への当てはめ 
 
 先⾏研究では将来のアメリカの政策決定やアメリカ経済を担っていくエリート層をターゲ
ットとして利益追求傾向と効率追求傾向の定量的な測定を⾏った。 
 本研究では将来の会計実務を担っていく CPA 学⽣をターゲットとして公正性気質の測定を
⾏う。 
 
１.	被験者の属性 
 先⾏研究では、将来のアメリカの政策決定やアメリカ経済を担っていくエリート層と⼀般
社会との利益追求傾向と効率追求傾向の違いを分析するために、エリートの度合いが異な
る”YLS”、”UCB”、”ALP”の３つの属性の被験者に実験を実施した。 
 本研究では将来の会計実務を担っていく CPA 学⽣に焦点を当てていることから、CPA 学⽣
と⼀般社会との公正さの違いを分析するために「CPA 学⽣」、「⽂系学⽣」、「理系学
⽣」、「社会⼈」の４つの属性の被験者に対して実験を実施することとした。 
 
２.	報酬の分配の仕⽅による分類 
 先⾏研究では CES 関数のパラメーターの値によって利益追求傾向を表す”Fair-
minded”、”Intermediate”、”Selfish”の 3 つの分類（表.1）と効率追求傾向を表す”Efficiency-
focused”、”Equality-focused”の 2 つの分類（表.2）とを組み合わせて被験者を分類した。 
 本研究では分類を簡略化し、公正性気質の違いによって被験者を「利⼰的な傾向」、「全
体の⾦額を最⼤化する傾向」、「全体の⾦額を最⼩化する傾向」、「公平的な傾向」の４つ
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に分類した。また、分類する際の⽅法として、被験者による報酬分配の⾦額のパターンによ
る分類を⾏った。報酬分配の⾦額のパターンについては「第 4 章 実験の実施」で述べる。 
 
表. 3 本研究と先⾏研究の相違点 
 本研究 先⾏研究 
被験者の属性 公認会計⼠を⽬指す学⽣ 
⽂系学⽣ 
理系学⽣ 
社会⼈ 
YLS 
UCB 
ALP 
 
 
被験者の分類 
 
利⼰的 
公平的 
効率重視 
効率軽視 
Fair-minded	 𝐸𝑓𝑓𝑖𝑐𝑖𝑒𝑛𝑐𝑦 − 𝑓𝑜𝑐𝑢𝑠𝑒𝑑𝐸𝑞𝑢𝑎𝑙𝑖𝑡𝑦 − 𝑓𝑜𝑐𝑢𝑠𝑒𝑑  
Intermediate		 𝐸𝑓𝑓𝑖𝑐𝑖𝑒𝑛𝑐𝑦 − 𝑓𝑜𝑐𝑢𝑠𝑒𝑑𝐸𝑞𝑢𝑎𝑙𝑖𝑡𝑦 − 𝑓𝑜𝑐𝑢𝑠𝑒𝑑  
Selfish		 𝐸𝑓𝑓𝑖𝑐𝑖𝑒𝑛𝑐𝑦 − 𝑓𝑜𝑐𝑢𝑠𝑒𝑑𝐸𝑞𝑢𝑎𝑙𝑖𝑡𝑦 − 𝑓𝑜𝑐𝑢𝑠𝑒𝑑  
実験結果による 
被験者の分類⽅法 
報酬分配の⾦額の 
パターンによる分類 
CES 関数の 
パラメーターの値による分類 
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第３章 実験の計画 
  
 本研究は先⾏研究に倣ってディクテーターゲームとよばれる報酬分配の意思決定問題を⽤
いて被験者の公正性を明らかにする。 
 
第１節	 ディクテーターゲームとは何か 
 
 ディクテーターゲーム（独裁者ゲーム）について⼭森（2012）によれば「独裁者ゲームと
は、提案者がある⼀定⾦額のパイに関する配分を選択し、その配分がそのまま提案者と受容
者の受け取る⾦銭として確定する２⼈ゲームである。提案者が⾃⼰の利益のみを考慮してい
る場合、すべてのパイを独占するという結果が得られるはずであるが、既存の実験研究では
多くの被験者が公平な配分を選択することが知られている。」（⼭森, 2012, p.29）と説明され
ている。つまり意思決定者が与えられた⾦額を⾃分と相⼿に分配する権利を持っており、そ
の分配の仕⽅によって報酬分配性向を測定する実験⼿法である。 
 
第２節 実験の計画 
 
１.	実験の対象となる被験者の属性とその対象 
 本研究では公認会計⼠を⽬指す学⽣と⼀般社会との公正さの違いを分析するために４つの
属性の被験者に対して実験を実施する（表. 4）。なおここでは CPA 学⽣以外の 3 つの被験者
の属性全体を指して⼀般社会としている。 
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表. 4 被験者の属性と対象 
名称 属性 実験内容 
CPA 学⽣ 早稲⽥⼤学⼤学院会計研究科に所属する 
公認会計⼠を⽬指す学⽣ 
報酬分配の意思決定問題 
報酬あり 
⽂系学⽣ 早稲⽥⼤学⼤学院会計研究科に所属する 
公認会計⼠を⽬指さない学⽣ 
報酬分配の意思決定問題 
報酬あり 
理系学⽣ 早稲⽥⼤学⼤学院基礎理⼯学研究科応⽤数学科 
の授業を受講する学⽣ 
報酬分配の意思決定問題 
報酬あり 
意思決定の理由 
社会⼈ 早稲⽥⼤学⼤学院会計研究科修了⽣ 
早稲⽥⼤学商学部卒業⽣ 
報酬分配の意思決定問題 
報酬なし 
意思決定の理由 
 
２.	被験者のペア 
 ディクテーターゲームは２⼈ゲームであるから、被験者を２⼈１組のペアにして⼀⽅は意
思決定の提案者、もう⼀⽅はその受容者に役割分担しなくてはならない。 
 しかし、２⼈１組のペアで実験を実施した場合に研究に使うことができるデータ数が被験
者の数の半分になることから⼗分なデータ数を確保できなくなる。このことから実際に被験
者のペアを作り役割分担させて実験を実施することは困難であると判断した。 
 ⼗分なデータ数を確保するために、実験では実際に被験者のペアを作り役割分担させるこ
とはせず、被験者にペアの相⼿がいて⾃分と相⼿とで意思決定の提案者と受容者の役割分担
をしていると思い込ませる⼿法を⽤いた。 
 集団での実験実施では被験者を被験者番号によって「奇数グループ」と「偶数グループ」
の２グループに分け、それぞれ異なる部屋で実験を実施した。実験実施時に各部屋の被験者
に「回答⽤紙の左上に（１、２、３）のような任意の番号が書いてあることを確認してくだ
さい。この番号に基づいて別室にいるペアの相⼿が決まります。相⼿が誰であるかは、ゲー
ム中、ゲーム後も知ることはありません。」と伝えて⾃分と繋がっている相⼿がいることを
認識させた上で「今回の実験ではこの部屋にいる⼈が⾃分⾃⾝とペアの相⼿に分配する報酬
を得る権利を得ました。」と伝えることによって被験者がペアのうち意思決定の提案者の役
割であると思い込ませた（「補論 付録. 3. 1-2」参照）。この⼿法には被験者がペアの相⼿
の報酬も決定できるという前提に疑念を抱くデメリットが存在するが、被験者の⼈数分デー
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タを確保しながら、実際に被験者のペアを作り意思決定の提案者と受容者の役割分担をさせ
て実験を実施するのと同じ状況で実験を実施できるメリットがある。 
 
３.	実験参加の謝礼⾦の⽀払い 
 本実験では被験者の報酬分配の意思決定にリアリティを持たせるために、ディクテーター
ゲームでの報酬分配の結果に応じて実験参加の謝礼⾦として報酬の⽀払いをした。 
 まず実験参加者募集時に 1,000 円前後の実験参加の謝礼⾦を後⽇振込によって⽀払うことを
伝えた。そして実験開始前の説明の際に⾃分の意思決定の受容者がいることを意識させるた
めに、⾃分の意思決定によって⾃分とペアの相⼿の実験参加の謝礼⾦が増減することを伝え
た（「補論 付録. 3. 1-2」参照）。 
 
４.	設問の策定 
 報酬分配の意思決定によって被験者の公正性を測定するための設問を作成した。 
 学⽣に対する実験では報酬分配の意思決定問題を 2 問組み合わせて実験を実施した。 
 社会⼈に対する実験では学⽣の被験者 3 グループへの実験結果を踏まえて報酬分配の意思
決定問題の設問を 3 問組み合わせて実験を実施した（「補論 付録. 2. 1-2」参照）。 
 
  4.1 貨幣単位 
 ⼭森（2012）の実験では設問で「トークン」と呼ばれる実験で⽤いられる仮想的な通貨単
位を⽤いた。 
 しかし本研究の実験では被験者が意思決定をする際に現実世界での意思決定に近い状態に
するために現実の貨幣単位を使⽤した。 
 
  4.2 設問の⾦額 
 実験に⽤いる設問の⾦額は、貨幣単位と同じく被験者が意思決定をする際に現実世界での
意思決定に近い状態にするために、実験実施後に被験者に⽀払う報酬と同じ⾦額とした。 
 本実験では報酬分配の仕⽅によって報酬⾦額に差がでるように⾦額を設定した。 
 
  4.3  アンカリング効果の防⽌ 
 アンカリング効果について杉本、⾼野(2014)によれば「アンカリング効果（anchoring e-
ffect）とは，何かの値を推定させる前に，⽐較対象としての値（アンカー） を提⽰し，その
値と推定する値はどちらが⼤きいかという⽐較課題をさせると，その後に推測する値がアン
カー の値に近くなる現象のことを指す」（p. 51）と説明されている。つまり本研究でいえ
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ば、被験者に報酬分配の意思決定をさせる際に先に提⽰されている設問での意思決定がアン
カーとなり、次の設問での意思決定も先に提⽰された意思決定と似たものになってしまう効
果のことである。アンカリング効果が発⽣すると被験者の報酬分配性向が設問の順番の影響
を受けてしまうため正確なデータを集めるという点で好ましくない。 
 そこで設問の順番によって意思決定に影響を与えるアンカリング効果を防⽌するために、
学⽣の被験者 3 グループには（付録 2. 1）の設問２と設問３、社会⼈の被験者には（付録 2. 
2）の設問 2、設問 3、設問 4 の順番を⼊れ替えた２種類または 3 種類の実験⽤紙を⽤い、ラ
ンダムに被験者に配布した。 
 実験結果のアンカリング効果の検証については第４章で述べる。 
  
   4.4.  プライバシーの保護 
 報酬が⽀払われる被験者の回答は個⼈と結びつける必要があるが、回答⽤紙に直接記名さ
せた場合、被験者個⼈情報は保護されない。そのため本実験では実験の回答⽤紙の他に各被
験者の学籍番号を記⼊させる⽤紙（学籍番号記⼊⽤紙）を配布した（「補論 付録.1」参
照）。実験開始前に被験者に記⼊させた学籍番号記⼊⽤紙を回収した。実験⽤紙と学籍番号
記⼊⽤紙には被験者にランダムに振り当てられた被験者番号が記⼊されており、実験結果の
集計後、被験者番号とともに被験者に⽀払う実験参加の謝礼⾦を振込担当者に知らせ、振込
担当者が被験者番号と学籍番号を突合することによって、被験者のプライバシーを保護しつ
つ個⼈と結びつけて報酬の⽀払いをすることを可能にした。 
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第４章 実験の実施 
 
１.	実験の実施 
 実験は著者と協⼒者によって運営された。実験で⽤いた設問は「補論 付録. 2. 1-2」に⽰
している。 
 学⽣の被験者には実験への参加が決まった時点で被験者番号が書かれた紙を渡し、奇数グ
ループと偶数グループに分けた。それぞれのグループは別会場に分かれ集団で実験に参加し
た。実験会場に⼊室後被験者に⾃分の被験者番号が書かれた封筒が置いてある席に着座する
指⽰を出した。CPA 学⽣と⽂系学⽣は報酬分配の意思決定問題に回答した。理系学⽣は報酬
分配の意思決定問題と意思決定の理由（記述式）に回答した。学⽣の被験者には参加者募集
時に実験実施後に振込によって 1,000 円前後の報酬が⽀払われることを伝え、実験実施前に
は⾃分の意思決定によって後⽇振り込まれる報酬の⾦額が変動することを伝えた上で実験を
実施した。 
 社会⼈の被験者には回答⽤紙を⼿渡し、その場で個別に回答させた。社会⼈の被験者は報
酬分配の意思決定問題と意思決定の理由（記述式）に回答した。社会⼈の被験者には報酬を
⽀払わなかった。 
 
表. 5 実験の概要 
 CPA 学⽣ ⽂系学⽣ 理系学⽣ 社会⼈ 
意思決定問題の数 2 問 2 問 2 問 3 問 
参加報酬 あり あり あり なし 
実施形態 集団 集団 集団 個別 
意思決定の理由 回収せず 回収せず 回収 回収 
（注）報酬分配の意思決定問題の内容は「補論 付録. 2. 1-2」参照 
 
表. 6 実験の実施 
 CPA 学⽣ ⽂系学⽣ 理系学⽣ 社会⼈ 
実施⽇ 2016/8/25 2016/8/25 2016/10/7 2016/10/22 
2016/12/18 
参加者数 16 ⼈ 5 ⼈ 18 ⼈ 42 ⼈ 
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２.	実験の結果 
 CPA 学⽣、⽂系学⽣、理系学⽣への実験は報酬分配の意思決定問題を 2 問組み合わせたも
のであるため報酬分配の仕⽅は 4 通り存在する（表. 7）。 
 社会⼈への実験は報酬分配の意思決定問題を 3 問組み合わせたものであるため報酬分配の
仕⽅は 8 通り存在する（表. 8）。 
 なお実験から得られた全てのデータは「補論 付録. 4. 1-4」に⽰している。 
 
表. 7 被験者の意思決定の結果（学⽣の被験者 3 グループ） 
報酬分配の仕⽅ ⼈数 
⾃分に 700 円報酬、相⼿に 300 円報酬、合計 1,000 円 
⾃分に 500 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 600 円 
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⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
13 
⾃分に 700 円報酬、相⼿に 300 円報酬、合計 1,000 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
18 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 500 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 600 円 
0 
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表. 8 被験者の意思決定の結果（社会⼈） 
報酬分配の仕⽅ ⼈数 
⾃分に 700 円報酬、相⼿に 300 円報酬、合計 1,000 円 
⾃分に 500 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 600 円 
⾃分に 600 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 700 円 
 
16 
⾃分に 700 円報酬、相⼿に 300 円報酬、合計 1,000 円 
⾃分に 500 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 600 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
 
0 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 600 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 700 円 
 
0 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
 
10 
⾃分に 700 円報酬、相⼿に 300 円報酬、合計 1,000 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 600 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 700 円 
 
0 
⾃分に 700 円報酬、相⼿に 300 円報酬、合計 1,000 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
 
15 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 500 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 600 円 
⾃分に 600 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 700 円 
 
1 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
⾃分に 500 円報酬、相⼿に 100 円報酬、合計 600 円 
⾃分に 400 円報酬、相⼿に 400 円報酬、合計 800 円 
 
0 
 
 社会⼈に対する実験は報酬分配の意思決定問題が 3 問であるため選択しうる報酬分配の仕
⽅は 8 通りあるが、実験実施の結果からは 4 通りの報酬分配の仕⽅しか観測できず、学⽣の
被験者 3 グループへの実験のように 2 問の報酬分配の意思決定問題を組み合わせて実験を実
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施しても変わらない結果であった（表. 8）。そのため、以降の集計では社会⼈への実験を 2
問の報酬分配の意思決定の問題の組み合わせで⾏ったと仮定して集計している。 
 実験の結果（表. 7-8）を報酬分配の仕⽅によって「利⼰的」、「公平的」、「効率重
視」、「効率軽視」の 4 種類に分類し集計した（表. 9-10）。 
  
表. 8 実験の結果（全被験者） 
⾃分の報酬 相⼿の報酬 報酬全体の⾦額 ⼈数 
1,200 400 1,600 24 
800 800 1,600 23 
1,100 700 1,800 33 
900 500 1,400 1 
 
表. 9 報酬分配の仕⽅による被験者の分類 
被験者の分類 報酬分配の結果 
利⼰的 ⾃分の報酬が最も多くなる 
公平的 ⾃分と相⼿の報酬が同じ⾦額 
効率重視 報酬全体の合計⾦額が最⼤ 
効率軽視 報酬全体の合計⾦額が最⼩ 
 
 
表. 10 実験結果(報酬分配の結果)の集計 
 CPA 学⽣ ⽂系学⽣ 理系学⽣ 社会⼈ 
利⼰的 5 
(31.25%) 
1 
(20.00%) 
2 
(11.11%) 
16 
(38.10%) 
公平的 5 
(31.25%) 
3 
(60.00%) 
5 
(27.78%) 
10 
(23.81%) 
効率重視 6 
(37.50%) 
1 
(20.00%) 
11 
(61.11%) 
15 
(35.71%) 
効率軽視 0 
(0.00%) 
0 
(0.00%) 
0 
(0.00%) 
1 
(2.38%) 
合計 16 
(100.00%) 
5 
(100.00%) 
18 
(100.00%) 
42 
(100.00%) 
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３.	アンカリング効果の検証 
 本研究の実験では学⽣の被験者３グループ（39 名）に対しては２つの設問からなる報酬分
配の意思決定問題を、社会⼈の被験者（42 名）に対しては３つの設問からなる報酬分配の意
思決定問題を実施した。 
 学⽣の被験者 3 グループについては、（付録. 2. 1）の設問 2 が先にあたえられた被験者で
は「⾃分の報酬が最も多くなるような分配」のデータ数が 5 個(25.00%)、「⾃分と相⼿の報
酬が等しくなる分配」のデータ数が 6 個(30.00%)、「報酬全体の⾦額が最⼤となる分配」の
データ数が 9 個(45.00%)存在している。設問 3 が先に与えられた被験者では「⾃分の報酬が
最も多くなるような分配」のデータ数が 3 個(15.79%)、「⾃分と相⼿の報酬が等しくなる分
配」のデータ数が 7 個(36.84%)、「報酬全体の⾦額が最⼤となる分配」のデータ数が 9 個
(47.37%)存在している（表. 11）。いずれの設問の順序でも同じ報酬分配のしかたでは同程
度の割合となっているためアンカリング効果は現れなかったといえる。 
 社会⼈の被験者については、（付録. 2. 2）の設問 2 が先にあたえられた被験者では「⾃分
の報酬が最も多くなるような分配」のデータ数が 7 個(50.00%)、「⾃分と相⼿の報酬が等し
くなる分配」のデータ数が 6 個(14.29%)、「報酬全体の⾦額が最⼤となる分配」のデータ数
が 4 個(28.57%)、「報酬全体の⾦額が最⼩となる分配」が 1 個(7.14%)存在している。設問 3
が先に与えられた被験者では「⾃分の報酬が最も多くなるような分配」のデータ数が 6 個
(42.86%)、「⾃分と相⼿の報酬が等しくなる分配」のデータ数が 1 個(7.14%)、「報酬全体
の⾦額が最⼤となる分配」のデータ数が 7 個(50.00%)、「報酬全体の⾦額が最⼩となる分
配」が 0 個(0.00%)存在している。設問 4 が先に与えられた被験者では「⾃分の報酬が最も多
くなるような分配」のデータ数が 3 個(21.43%)、「⾃分と相⼿の報酬が等しくなる分配」の
データ数が 7 個(50.00%)、「報酬全体の⾦額が最⼤となる分配」のデータ数が 4 個
(28.57%)、「報酬全体の⾦額が最⼩となる分配」が 0 個(0.00%)存在している（表. 12）。こ
こでは設問の順序によって同じ報酬分配のしかたでもその割合は⼤きく異なっている。これ
は本来 3 つの設問をランダムに⼊れ替えるには J𝑃J=6 通りの回答⽤紙を作成しなければな
らないが、不備により 3 通りしか作成しなかったことに起因していると考えられる。 
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表. 11 設問の順序⼊れ替えによるアンカリング効果防⽌の検証（学⽣） 
報酬分配のしかた 設問２が先 設問３が先 
⾃分の報酬が多い 5 個(25.00%) 3 個(15.79%) 
⾃分と相⼿が等しい 6 個(30.00%) 7 個(36.84%) 
報酬全体の⾦額が最⼤ 9 個(45.00%) 9 個(47.37%) 
報酬全体の⾦額が最⼩ 0 個(0.00%) 0 個(0.00%) 
合計 20 個(100.00%) 19 個(100.00%) 
 
表. 12 設問の順序⼊れ替えによるアンカリング効果防⽌の検証（社会⼈） 
報酬分配のしかた 設問 2 が先 設問 3 が先 設問 4 が先 
⾃分の報酬が多い 7 個(50.00%) 6 個(42.86%) 3 個(21.43%) 
⾃分と相⼿が等しい 2 個(14.29%) 1 個(7.14%) 7 個(50.00%) 
報酬全体の⾦額が最⼤ 4 個(28.57%) 7 個(50.00%) 4 個(28.57%) 
報酬全体の⾦額が最⼩ 1 個(7.14%) 0 個(0.00%) 0 個(0.00%) 
合計 14 個(100.00%) 14 個(100.00%) 14 個(100.00%) 
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第 5 章 実験結果の分析・考察 
 
１.	実験（報酬分配の意思決定問題）の結果 
 前章の実験結果（表. 10）から各被験者グループの報酬分配による被験者の分類を割合で⽐
較すると、CPA 学⽣は他の被験者グループ（⼀般社会）と⽐較して社会⼈に次いで利⼰的な
傾向が強いという結果が⽰された。また、CPA 学⽣のグループ内でみると効率重視の報酬分
配をする被験者の割合が⾼い結果となった。 
 
２.	先⾏研究との⽐較 
 第 2 章で提⽰した先⾏研究での実験結果と本研究での実験結果とを⽐較する。先⾏研究と
本研究との実験結果の集計⽅法が異なるため、できる限り⽐較することができる条件に近づ
けるために①⾃分の利益を最⼤にする被験者（先⾏研究では「selfish かつ Efficiency-
focused」、本研究では「利⼰的」）、②公平性を重視する被験者（先⾏研究では「fair-
minded かつ Equality-focused」、本研究では「公平的」）、③その他の被験者（先⾏研究では
「selfish かつ Efficiency-focused」「fair-minded かつ Equality-focused」以外、本研究では「効率
重視」「効率軽視」）の３つに分類して⽐較する。なお、先⾏研究については実験結果の詳
細なデータを⼊⼿できなかったことから（図. 2）のヒストグラムの⻑さを測定することによ
って①、②の割合を推定した。本研究については（表. 10）の数値を流⽤している。３つの分
類は便宜上①利⼰的、②公平的、③その他と表記する（表. 13）。 
 被験者の数や実験の実施⽅法の違いがあるため完全な⽐較とはいえないが、先⾏研究と本
研究との被験者グループの結果（表. 14）から CPA 学⽣と社会⼈は利⼰的な報酬分配をする
傾向が強いことが明らかになった。⼀⽅で⽂系学⽣の公平的な報酬分配をする傾向が他の被
験者グループから突出して⾼いことも明らかになった。また CPA 学⽣は利⼰的な報酬分配を
する傾向が強かったが、同様に公平的な報酬分配をする傾向も強いことが明らかになった。 
 では、CPA 学⽣の公正さと⼀般社会の公正さの違いを明らかにする本研究の主旨からは外
れるが、アメリカと⽇本とでは報酬分配の仕⽅に違いはあるのだろうか。アメリカで⾏われ
た先⾏研究と⽇本で⾏った本研究との⽐較を（表. 15）で⽰した。この結果から⽇本（本研
究）の⽅が利⼰的な報酬分配をする傾向が強いが、同様に⽇本（本研究）の⽅が公平的な報
酬分配をする傾向が強いことが明らかになった。この結果は CPA 学⽣と社会⼈の利⼰的な報
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酬分配をする傾向が強いこと、CPA 学⽣と⽂系学⽣の公平的な報酬分配をする傾向が強いこ
とが影響していると考えられる。 
 
表. 13 ⽐較のための分類 
⽐較のための分類 先⾏研究での分類 本研究での分類 
①利⼰的 Selfish かつ efficiency-focused 利⼰的 
②公平的 Fair-minded かつ Efficiency-focused 公平的 
③その他 上記 2 つ以外 効率重視 
効率軽視 
 
表. 14 先⾏研究と本研究との各被験者グループの結果 
 YLS UCB ALP CPA 学⽣ ⽂系学⽣ 理系学⽣ 社会⼈ 
利⼰的 25.17% 21.09% 5.41% 31.25% 20.00% 11.11% 38.10% 
公平的 3.40% 3.40% 12.16% 31.25% 60.00% 27.78% 23.81% 
その他 71.43% 75.51% 82.43% 37.50% 20.00% 61.11% 38.09% 
合計 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 
 
 表. 15 アメリカ（先⾏研究）と⽇本（本研究）の結果 
 アメリカ（先⾏研究） ⽇本（本研究） 
利⼰的 17.19% 29.63% 
公平的 6.33% 28.39% 
その他 76.48% 41.98% 
合計 100% 100% 
 
 
３.	報酬分配の仕⽅と⾏動の関係  
 ここまでで本研究では被験者を報酬分配の仕⽅によって「利⼰的」、「公平的」、「効率
重視」、「効率軽視」の 4 つに分類した。ここでは被験者の⾏動が報酬分配の仕⽅による 4
つの分類に応じて以下の４つのパターンに分けられるのではないかと考えた（表. 16）。 
 「利⼰的な報酬分配」をする場合は⾃分の取り分を最も⼤きくすることから⾃分が有利に
なる⾏動をとり、「公平的な報酬分配」をする場合は⾃分の取り分が少なくなっても相⼿と
同じ取り分にすることから公平的な⾏動をとると考えられる。また本研究の実験は被験者が
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所属するコミュニティ内に意思決定の影響を受ける相⼿が存在する状況で⾏われたことか
ら、「効率重視の報酬分配」をする場合は社会全体の利益にかかわらず被験者が所属する組
織（会社やチームなど）にとって最⼤の利益となる⾏動をとり、効率軽視の報酬分配をする
場合は被験者が所属するコミュニティにとって最も損失が⼤きくなる⾏動（反社会的）をと
ると考えられる。 
 
表. 16 報酬分配の仕⽅から考えられる⾏動の類型 
報酬分配の仕⽅ 考えられる⾏動 
利⼰的 ⾃分が有利になる⾏動 
公平的 公平的な⾏動 
効率重視 ⾃分が所属する組織に有利な⾏動 
効率軽視 反社会的な⾏動 
 
 これらの報酬分配と⾏動の関係から、報酬分配と会計監査における公認会計⼠の⾏動は
（図. 2）のように分類することができると考えた。 
 「利⼰的」な報酬分配をする場合は⾃分が有利になる⾏動をとることから、フットワーク
エクスプレス事件[8][9]で会計監査業務を担当している公認会計⼠が⾃⾝の保⾝を図るために
意図的に被監査会社の粉飾決算を⾒逃したように、個⼈レベルでの不正リスクが⾼いと考え
られる。 
 「効率重視」の報酬分配の場合には被験者が所属するコミュニティ（会社やチームなど）
にとって最⼤の利益となる⾏動をとることから、⻲岡（2015）が「[省略] Andersen は, 実際
の取引が完了する前のまだ提案段階の取引または想定上の取引について，GAAP がどのよう
に適⽤されるのかを指導・助⾔し，Enron が望ましい利益，キャッシュ・ フロー, および貸
借対照表の結果を達成できるよう実際の取引を設計・構築するのを⼿助けした」(p. 57)と述
べているように、エンロン事件で会計監査を担当していたアンダーセンが⼤⼝顧客であるエ
ンロンのために（当時は監査業務との同時提供が禁⽌されていなかった）⾮監査業務におい
て粉飾決算の指導をしたように、組織レベルでの不正リスクが⾼いと考えられる。 
 「効率軽視の報酬分配」に関しては公認会計⼠による反社会的な⾏動がきっかけとなった
事件を調査したがいずれも「個⼈レベル」または「組織レベル」の不正であった。そのため
組織に損害を与える⾏動をとることは考えにくいことから、ここでは事例を提⽰しない。 
 以上のことから、「利⼰的な報酬分配」、「効率重視な報酬分配」、「効率軽視の報酬分
配」をする場合、会計監査に悪影響を及ぼす⾏動をとるリスクが⾼いと考えられることか
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ら、消極的な理由からではあるが公認会計⼠は「公平的な報酬分配」をすることが望まし
い。 
 先述のように実験結果（表. 10）から各被験者グループの報酬分配による被験者の分類を割
合で⽐較すると、CPA 学⽣は他の被験者グループ（⼀般社会）と⽐較して社会⼈に次いで利
⼰的な傾向が強いという結果が⽰された。また、CPA 学⽣のグループ内でみると効率重視の
報酬分配をする被験者の割合が⾼い結果となった。 
 この結果と報酬分配の仕⽅と⾏動の関係から CPA 学⽣は個⼈レベル、組織レベルでの不正
リスクが⾼い特性を持っているといえる。 
 
図. 2 報酬分配と公認会計⼠の⾏動の関係 
 
 
４.	報酬分配の意思決定と意思決定の理由の関係 
 ここまでは被験者を報酬分配の仕⽅によって分類し、各被験者グループに存在する被験者
の割合によって分析をして、CPA 学⽣は個⼈レベル、組織レベルでの不正リスクが⾼い特性
を持っていると結論づけた。 
 しかし上記の各被験者グループの報酬分配による被験者の分類を割合で⽐較した場合、各
被験者グループの被験者の⼈数が⼤きく異なる（CPA 学⽣ 11 ⼈、⽂系学⽣ 5 ⼈、理系学⽣
利⼰的
不正リスクが⾼い
（個⼈レベル）
公平的 不正リスクが低い
効率重視
不正リスクが⾼い
（組織レベル）
効率軽視
反社会的
（組織に損害）
 22 
18 ⼈、社会⼈ 42 ⼈）ことから被験者 1 ⼈あたりの意思決定の結果の重さが異なり正しい⽐較
ができるとはいえないため被験者の報酬分配の意思決定の背後にある理由を分析した。 
 有効な意思決定の理由の回答を回収することができた被験者（理系学⽣ 17 名、社会⼈ 26
名、計 43 名）を意思決定の結果別に以下のように分類した（図. 3. 1-3）。被験者の意思決定
の理由の回答結果は「補論 付録. 4. 1-4」をもとに集計している。なおここでは意思決定の
理由から「効率軽視」の回答は実験の意図から外れていると判断したため除外している。 
 
 
図. 3. 1 意思決定の理由（有効な意思決定の理由を得られた被験者全体） 
利⼰的
(9⼈)
⾃分の利益を最⼤化する
(9⼈)
公平的
(13⼈)
報酬を公平に分配したい
(9⼈)
報酬分配後の利益供与を求める
(4⼈)
効率重視
(23⼈)
公平的であるためのコストに
よって意思決定を変える
(9⼈)
全体の⾦額を最⼤にして後
で均等配分する(14⼈)
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図. 3. 2 意思決定の理由（有効な意思決定の理由を得られた学⽣（理系学⽣）） 
 
 
利⼰的
(2⼈)
⾃分の利益を最⼤化する
(2⼈)
公平的
(5⼈)
報酬を公平に分配したい
(5⼈)
報酬分配後の利益供与を求める
(0⼈)
効率重視
(10⼈)
公平的であるためのコストに
よって意思決定を変える
(3⼈)
全体の⾦額を最⼤にして後
で均等配分する(7⼈)
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図. 3. 3 意思決定の理由（有効回答を得られた社会⼈） 
 
 利⼰的な報酬分配をした被験者の意思決定の理由は理系学⽣、社会⼈ともに全て「⾃分の
利益を最⼤化する」というものであった。しかし、「公平的な報酬分配」と「効率重視の報
酬分配」をした被験者の理由は同じ報酬分配をしているにもかかわらず、同⼀の理由で意思
決定をしているわけではないことが明らかになった（図. 3. 1）。 
 「公平的な報酬分配」においては、「報酬を公平に分配したいから」という理由と「報酬
分配後の利益供与を求める」というものに理由が分かれた。 
 理系学⽣の被験者は全員「報酬を公平に分配したいから」という理由であったが（図. 3. 
2）、社会⼈では半数が「報酬分配後の⾒返りを期待するから」という理由であった（図. 3. 
3）。なお、「報酬を公平に分配したいから」という理由を回答した理系学⽣の意思決定の理
由と社会⼈の意思決定の理由との間に⼤きな違いはみられなかった。 
 このことから実験で報酬分配を公平に⾏うからといって公平的な⾏動をとるとは限らない
ということを⽰すことができた。 
利⼰的
(2⼈)
⾃分の利益を最⼤化する
(2⼈)
公平的
(8⼈)
報酬を公平に分配したい
(4⼈)
報酬分配後の利益供与を求める
(4⼈)
効率重視
(13⼈)
公平的であるためのコストに
よって意思決定を変える
(6⼈)
全体の⾦額を最⼤にして後
で均等配分する(7⼈)
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 効率重視の理由には「公平的であるためのコストによって意思決定を変更する場合」と、
「報酬の合計⾦額を最⼤化させてゲーム終了後に再分配することを想定している場合」があ
った。ここで「公平的であるためのコスト」とは、報酬分配の意思決定において意思決定者
が得られる⾦額に差がある場合に、公平的な報酬分配をするために意思決定者が負担する機
会コストをいう。つまり⾒返り（誘惑）が少ない場合はリスクをとってまで利益を追求する
（不正リスクが⾼い）⾏動を取らないが、⾒返りが⼤きい場合リスクを伴っても利益を追求
する⾏動を取りうる。 
 このことから、実験で効率重視の報酬分配をしたとしても常に所属する組織の利益を最⼤
化するわけではなく、意思決定における公平的であるためのコストが変わればその⾏動は変
わる場合があることを⽰すことができた。 
 この意思決定の理由の分析は、回答者が理系学⽣と社会⼈であるため本研究のメインター
ゲットである CPA 学⽣の意思決定の理由を表すものではない。しかし CPA 学⽣に実験実施
後に⼝頭で⾮公式に実験における意思決定の理由をインタビューした結果、「利⼰的な報酬
分配」をした被験者 2 名は「⾃分の利益を最⼤化する」と回答したこと、「公平的な報酬分
配」をした被験者 2 名は「報酬を公平に分配したい」と回答したこと、「効率的な報酬分
配」をした被験者 2 名はそれぞれ「公平的であるコストによって意思決定を変える」、「報
酬全体の⾦額を最⼤化して後で均等配分する」と回答していたことから、直接的に⽴証する
ことはできないが、CPA 学⽣についても理系学⽣や社会⼈と同様に報酬分配の意思決定の背
後には様々な理由があると推測できる。 
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第 6 章 結論 
	 本研究は報酬分配の意思決定問題（ディクテーターゲーム）を用いて公認会計士を目指す
学生（CPA 学生）の公正性気質を一般社会と比較することで明らかにし、適正な会計監査を実
施するための人的資源が存在するのかを明らかにすることを目的とした。	
	 報酬分配の意思決定問題からは CPA 学生は「利己的」または「効率重視」な報酬分配をす
る被験者の割合が他の被験者グループ（一般社会）と比較して高いことから一旦個人レベ
ル、組織レベルでの不正リスクが高い特性を持っていると結論づけた。	
	 また、被験者グループの人数の違いが大きく被験者一人あたりの意思決定の結果の重みが
異なることから割合による比較では正しく比較できないと考え、被験者による報酬分配の意
思決定の理由を分析すると、同じ意思決定をしていてもその背後にある意思決定の理由には
様々なものがあった。	
	 つまり会計監査における公認会計士の行動も個人の公正さだけに依存しているのではない
と考えられる。例えばフットワークエクスプレス事件やエンロン事件は事件が発生した当時
に被監査会社の会計不正を容認せざるをえない環境要因が生まれるような状況を防止する法
規制の整備が実社会の動きに追いついていないことから発生したとも考えられる。現在のよ
うに公認会計士や監査法人の社員が被監査会社の監査業務を担当してから一定期間が経った
ら、他の公認会計士や監査法人の社員が当該被監査会社の監査業務を担当しなければならな
いローテーションルール[5]が導入されていればフットワークエクスプレス事件[8][9]のよう
な馴れ合いによる不正行為は防止できたかもしれないし、特定の企業に対する監査業務の報
酬依存度が一定割合を超えた場合にセーフガードを適用する規則[7]があればエンロン事件
[4]で監査法人の被監査会社に対する報酬依存度が高いことで被監査会社の会計不正を容認せ
ざるをえない状況に陥ることを防止できたかもしれない。	
	 よって、適正な会計監査の実施に警鐘を鳴らすために、会計監査の適性の判断をするには
報酬分配の意思決定問題による公正さの測定では単純に判断することができず、報酬分配の
意思決定や行動の背後にある複雑な感情や公認会計士の行動に影響を与える法規制などの環
境要因に関しても分析しなければならない。	
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補論 
 
 補論では本論に掲載しなかった回答⽤紙や実験実施時に⽤いたマニュアル、実験結果の全
データを⽰す。 
 
第１節	 実験に⽤いた回答⽤紙 
 
１.	プライバシー保護のための施策 
 被験者に無記名で回答させても後⽇に振込による報酬の⽀払いを可能にするために⽤い
た。被験者とその回答結果を特定させないために以下の５ステップの⼿続きを踏んだ。 
 
① 	 学籍番号記⼊⽤紙と回答⽤紙に同じ被験者番号を付す 
② 	 実験実施前に被験者に学籍番号記⼊⽤紙への記⼊をさせる 
③ 	 学籍番号記⼊⽤紙のみ回収する 
④ 	 実験実施前に学籍番号記⼊⽤紙を報酬⽀払いの担当者に渡す 
⑤ 	 実験実施後、被験者番号と報酬⾦額を報酬⽀払いの担当者に知らせる 
 
付録. 1 学籍番号記⼊⽤紙 
 
 
 
 
 
 
 
???????? 
????????????????
??????????????????????????
???????????????????????
???????? 
????????????????
??????????????????????????
???????????????????????
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２.	ディクテーターゲームで⽤いた回答⽤紙 
 ディクテーターゲームで⽤いた回答⽤紙を掲載する。社会⼈に対する実験は報酬分配の意
思決定問題を 3 問組み合わせたが、その背景についても説明する。 
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付録. 2. 1 学⽣に対する実験で⽤いた回答⽤紙 
 
 
???? 
?????????????????????
????????????????????????????????????????
????????????????????????????????????????
????
?????????????????????
?????????????????????
????????????????????????????????
???????
????????????
??
????
????????????????
????????????????????????????????
???????????????????????????????
??????????
????
????????????????
???????????????????????????????
???????????????????????????????
????????????
????????????????????????????
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  2.1 社会⼈に対する実験 
 （付録. 2. 1）を⽤いて学⽣に対する実験実施後、報酬全体の⾦額が最⼤になるような分配
をした学⽣の意思決定の理由が「報酬全体の⾦額を最⼤にして後で均等配分する」と「公平
的であるためのコストによって意思決定を変える」の⼆者に分かれたことから、この⼆つの
理由の違いを報酬分配の意思決定の結果によって表すために意思決定問題を１問増やす改良
を⾏った。 
 設問を増やしたことによる改良点は以下の２点である。 
 
①公平的であるためのコストの選択肢が 100 円、200 円、300 円の３択に増えた 
②報酬全体の⾦額を最⼤にする分配をする場合、より公平的な分配になる 
 
 ①の改良によって設問２、３において報酬全体の⾦額を最⼤にする分配をした被験者が設
問４で⾃分の報酬が多くなる意思決定をした場合、その被験者が許容できる公平的であるた
めのコストが 100 円以上 200 円未満であることを⽰すことができ、そのことから公平的であ
るためのコストによって意思決定を変える被験者であることを⽰すことができる。②の改良
によって設問２、３において報酬全体の⾦額を最⼤にする分配をした被験者が設問４で報酬
全体の⾦額を最⼤にする意思決定をした場合、同時に公平的である分配をすることになり、
設問２、３において報酬全体の⾦額を最⼤にする被験者の中でも、より「公平的な傾向」が
強いことを⽰すことができ、そのことから報酬分配後に均等配分するであろうことを⽰すこ
とができる。 
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付録 2. 2 改良した回答⽤紙
 
??????
???? ???????????????????????????????????????
???????????????????????????????????????????
??????????????????????????????
???????????????????
????
??????????
??????????????
????????????????????????????
?????????????????
????????????????
???????????????????????????????????????????
????????⬜?✔ ??????????
????
???????????????
?????????????????????????????⬜?
????????????????????????????⬜?
????
???????????????
????????????????????????????⬜?
????????????????????????????⬜?
????
???????????????
???????????????????????????⬜?
???????????????????????????⬜?
???????????????????????????
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第２節	 実験実施時のマニュアル 
  
 （付録. 3. 1-2）は集団での実験実施時（学⽣の被験者 3 グループ）に実際に⽤いたマニュ
アルである。 
 社会⼈への実験実施では回答⽤紙を個別に⼿渡して、その場で回答させたため特にマニュ
アルは⽤いなかった。 
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付録.3.1 実験の⼿順 1 
 
 
 
 
 
?????????????
???????
????????
? ?????????????????????????????
?????????????????????????????????????????
???????????????????????????????????????
??????????????
? ??????????????????????????????????????
?????????????????
??????????????????????????????????
? ????????????
? ??????????
?????????????????????????????
???????????????????????????????????????
????????????????????????????????
???????????????????????????????????????
??????????????????????????????????????
????
???????????????????????????????????????
???????????????????????????????
???????????????????????????????????????
??????????????????????????
???????????????????????????
?
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付録.3.2 実験の⼿順 2 
 
 
?????????????
???????????????????????????????????????
????????
??????????????????
「回答用紙の左上に（1, 2, 3, ）のような任意の数字が書かれていることを確
認してください。この番号に基づいて別室にいるペアとなる相手が決まります。相
手が誰であるかはゲーム中、ゲーム後も知ることはありません。」 
「今回の実験ではこの部屋にいる人が自分自身とペアの相手に分配される報
酬を選択する権利を得ました。」 
「ペアの相手は受け取る報酬に対する選択権、拒否権を一切持っておらず、
すべてこの部屋にいる皆さんに委ねられています。」 
「では「回答用紙」へ記入してください。記入が終了したら封筒の中に入れ
て待っていてください。」 
「「回答用紙」を回収します。封筒を後ろから前へ送ってください。」 
「これで実験は終了です。ご協力ありがとうございました。今回の実験に関
わる報酬は後日お振込みします。お疲れ様でした。退室してください。」 
??????????????????????????????????
?????????
?
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第３節	 実験結果のデータ 
  
 本研究の実験で得られた全データを掲載している。 
 
付録. 4. 1 実験結果１ 
 
 
付録. 4. 2 実験結果２ 
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付録. 4. 3 実験結果３ 
 
 
付録. 4. 4 実験結果４ 
 
（注）意思決定の理由から本研究の実験の趣旨に合致しないと判断した回答に関しては⾚字で表⽰してい
る。 
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